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Summary
Thisstudyexaminedtherelationshipbetweenunmetneedsfeltbytheelderlyforsocialparticipation
anddemographicfactors.Dataconcerning518Oldadultsaged65andoverwereobtainedfromaself-
questionnairesurveyinaruralareainMiyagiPrefecture.Ⅰnthisstudy,thequestionnaireforsocial
participationwascomposedof4items.W emeasuredfeltneedsandcurrentstatusofsocialparticipa-
tion.39.6%ofsubjectsrespondedthattheirfeltneedsforsocialparticipationwereunmet.Otheranal-
ysesusingchi-squaretestsshowedthatthefactorsrelatedtounmetfeltneedsoftheelderlyforsocial
participationwereeducationlevel,workexperience,ADL,travelingviacarorpublictransportation,
subjectivehealthstatusandlackofsomefriendsoracquaintances.Inordertocreateanagedsociety
inwhicholderpeoplecanbeensuredtheopportunitytoparticipatesocialy,itisnecessarytodevelop
socialinfrastructuressothattheelderlyareabletofreelyparticipateinvariousactivitiesinthecom一
munity.
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Ⅰ.緒言
近年,わが国では,平均寿命の延長により長期化した
高齢期をどのように過ごすかが問われている｡そのよう
な中,豊かな高齢期を過ごすためのキーワードの1つと
して,社会参加活動があげられる｡高齢者の社会参加活
動は,高齢者自身の健康,生きがい,.自己実現といった
ことに重要な役割を果たすものと考えられている1)~5)0
また,社会にとっても,多くの知識,経験,技能を蓄
積してきた高齢者が積極的に社会参加することにより,
様々な恩恵が得られることが考えられる｡
高齢者の社会参加活動に関係するわが国の法および施
策をいくつかみてみると,老人福祉法では,その第三条
(1)
において,高齢者自身が心身の健康の保持と社会的活動
に参加するよう努めること,高齢者が仕事や社会的活動
に参加する機会を社会の側が保障するようにしていくこ
とが示されている｡次に,高齢社会対策を総合的に推進
していくために1995年から施行された高齢社会対策基本
法では,その第二条において,国民が生涯にわたって就
業その他の多様な社会的活動に参加する機会が確保され
る公正で活力ある社会を目指すことが示されている｡ま
た,計画期間が2000年度から2004年度までの ｢今後5か
年間の高齢者保健福祉施策の方向 (ゴールドプラン21)｣
では,4つの基本的な目標のうちの1つが ｢活力ある高
齢者像の構築｣とされており,｢できる限り多くの高齢
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者が健康で生きがいをもって社会参加できるよう,活力
ある高齢者像を構築すること｣に向けて施策を展開する
こととしている6)｡これらのことに対応して,高齢者の
社会参加活動に関する様々な施策が展開されている｡
高齢者の社会参加活動についての社会的な繭心は高い
といえる｡ しかし,これについてのわが国の包括的な調
査や研究について,実態調査は多数行われているものの
学術的な研究は少ない7)｡松岡は,社会参加の個別の内
容である活動に関する研究はみられるものの,社会参加
を包括的に捉えた研究は少ないこと指摘している8)｡こ
の領域の研究が少ない理由としては,第一に,社会参加
活動を含めて,高齢社会における対応すべき様々な課題
のなかで,早急に対応すべきものとして介護問題の存在
があり9)10),これについての研究に力が注がれてきたこ
と,第二に,社会参加を厳密に定義することは容易では
なく11)12),それに伴いその測定方法も統一しにくいこと
が考えられる｡少ない実証的な研究の中で,高齢者の社
会参加活動に関連する要因に関する研究はいくつかみら
れる13)-15)｡しかし,高齢者の社会参加活動についての
意向や意欲といったことに着目した研究は,極めて少な
いのが現状である16)｡社会参加活動について関心を持っ
ていたり活動する意向がある高齢者が,その思いを実現
できるような高齢社会を構築していくためには,今後,
活動についての意向を重視した研究を行っていく必要が
ある｡活動する意向がある高齢者が活動しやすい社会環
境を整備して活動する高齢者が増加すれば,彼らが有す
る様々な資源が社会に提供されることにつながり,社会
の側も大きな恩恵が得られるものと考える｡
そこで,本研究では,在宅高齢者の社会参加活動意向
に着目し,その活動意向の充足状況と基本属性等との関
連性について検討することを目的とした｡今後の高齢社
会において,高齢者が様々な活動に積極的に参加できる
よう支援していくためには,活動意向の充足を阻害する
要因に対応していくことが必要であるので,本研究は意
義があると考える｡
Ⅰ.研究方法
1 調査方法と分析対象者
本研究の調査は,宮城県の非都市部であるA地域8町
の在宅高齢者1,575人を対象に行った｡この･1,575人は,
研究協力が得られたA地域の保健福祉機関が把握してい
た在宅高齢者で,半数がADL自立の者,残りの半数が
ADL非自立の者から構成 されているものであった｡A
地域8町の65歳以上人口は,平成12年国勢調査のデータ
によると18,710人 (高齢化率26.5%)であったため,本
(2)
研究の調査対象者は,当時のA地域 8町の高齢者のおよ
そ8%程度であったと考えられる｡ 調査方法は,自記式
質問票を用いた郵送調査により行い,高齢者本人が障害
等の理由で回答できない場合には,その家族等に代理回
答を求めた｡調査期間は1999年1月から2月までであっ
た｡調査の結果,有効回答数は1,136人 (72.1%)であっ
た｡このうち,①65歳以上であること,②代理回答では
ないこと,③調査項目のうち,年齢,性別,社会参加活
動の項目に欠損値のないこと,という3つの条件を満た
す者のみを抽出したため,本研究の最終的な分析対象者
は518人となった｡
なお,調査の際は,調査対象者に対し,協力依頼文書
にて回答の強制を行っていないことを示した｡また,協
力が得られる場合は,調査票を無記名の状態で同封した
返信用封筒により返送するよう依頼した｡以上の理由に
より,本研究における倫理的な問題点はないと判断した｡
2.測定
1)基礎属性等
基礎属性は,年齢,性別,家族形態,学歴,職歴,宿
住年数,ADL,遠方外出能九 暮らし向き自己評価,健
康度自己評価について尋ねた｡その他の項目は,友人 ･
知人の有無,友人 ･知人の獲得希望について尋ねた｡
基礎属性について,ADLは,食事,洗顔,トイレ動作,
入浴,歩行,階段昇降,着がえの7項目について尋ねた｡
各項目について,｢できる｣という回答に2点,｢部分的
介助が必要｣に1点,｢全面的介助が必要｣に0点を与
えて単純加算し,14点満点を自立とするADL得点を作
成した｡ADLの信頼性 (内的一貫性)を示すCronbach
のα値は0.91という高い値が得られ,信頼性が確認され
た｡遠方外出能力は,非都市部という交通の便が良好と
はいえない地域性を考慮して測定した｡調査対象地域の
A地域8町のうち,鉄道の駅があるのは3町のみであっ
た｡そこで,老研式活動能力指標17)も参考にして,バ
ス･電車 ･自分で運転する車といったものにより独力で
遠方外出できるかどうかを尋ね,｢できる｣,｢できない｣
という2つの選択肢で回答を求めた｡暮らし向き自己評
価は,｢上｣,｢中の上｣,｢中の下｣,｢下の上｣,｢下の下｣
という5つの選択肢で回答を求めた｡健康度自己評価は,
｢非常に健康｣,｢まあ健康｣,｢あまり健康ではない｣,｢まっ
たく健康ではない｣という4つの選択肢で回答を求めた｡
なお,分析対象者の基礎属性は,表 1の通りである｡
その他の項目について,友人 ･知人の有無は,親しい
友人または知人がいるかを尋ね,｢いる｣,｢いない｣と
いう2つの選択肢で回答を求めた｡友人 ･知人の獲得希
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望については,親しい友人または知人がほしいと思うか 定した｡この ｢社会参加活動｣は,その研究班で設定し
について,｢思う｣,｢思わない｣という2つの選択肢で た ｢社会との関係における意向の調査項目｣を構成して
回答を求めた｡ いる下位概念の1つである｡ この ｢社会との関係におけ
表 1 分析対象者の基礎属性
項目 カテゴリー 人 %
年齢 60-69歳
70-74歳
75-79歳
80-84歳
85歳以上
160
169
88
64
37
30.9
32.6
17.0
12.4
7.1
性別 男性 215 41.5
女性 303 58.5
家族形態 独居 30 5.9
夫婦のみ 75 14.8
その他 401 79.2
中学校
高等学校
短期大学
大学 ･大学院
その他
348
118
21
10
13
68.2
23.1
4.1
2.0
2.5
第1次産業
第2次産業
商業 ･サービス業
公務員 ･教員
主婦
その他
284
12
48
57
87
24
55.5
2.3
9.4
ll.1
17.0
4.7
居住年数 5年未満
5-10年未満
10-15年未満
15-20年未満
20-25年未満
25-30年未満
30年以上
18
23
24
23
39
26
352
3.6
4.6
4.8
4.6
7.7
5.1
69.7
ADL(14点満点) 14点 371 76.5
8-13& 91 18.8
0-7点 23 4.7
遠方外出能力 できる 301 58.3
できない 215 41.7
暮らし向き自己評価 上
中の上
中の下
下の上
下の下
14
131
208
103
42
2.8
26.3
41.8
20.7
8.4
健康度自己評価 非常に健康
まあ健康
あまり健康ではない
全く健康ではない
29
292
149
45
5.6
56.7
28.9
8.7
注:各項目で欠損値のある者は除外してあるためn-518とならない項目がある｡
2)社会参加活動
社会参加活動は,社会参加活動に対する活動意向 (以
下,活動意向とする)と実際の活動状況 (以下,活動状
況とする)について測定した｡
本研究における活動意向は,筆者を含む本研究の研究
班 (高齢者サービス事業研究会18) により設定した,4
項目から構成される ｢社会参加活動｣という捉え方で測
(3)
る意向の調査項目｣は,Lawton19)や松原
20)の研究を参考にして,生活における日
常的な行動 ･行為を ｢ADLおよびIADL｣
と ｢社会との関係｣という2つの領域に分
類したもののうち,｢社会との関係｣領域
にあたるものである｡ 先行研究21ト 24)ぉよ
び研究班におけるブレーンス トー ミングに
より,｢社会との関係｣領域を構成する ｢他
者との関係｣と ｢社会参加活動｣という2
つの下位概念を設定し,さらに各下位概念
を構成する具体的な項目を設定した｡｢社
会参加活動｣の項目設定にあたっては,社
会的な側面として ｢集まり等への参加｣,
文化的な側面として ｢趣味や娯楽｣と ｢社
会の出来事を知る｣,生産的な側面として
｢仕事｣という4項目を設定した｡そして,
活動意向を測定するため,4項目それぞれ
について,そのような活動をしたいと思う
かどうかを尋ね,｢そう思う｣と ｢そう思
わない｣という2つの選択肢で回答を求め
た｡
｢社会との関係における意向の調査項目｣
における2つの下位概念を確認するため
に,探索的な因子分析 (主因子法･バリマッ
クス回転)を行った｡その際,因子数の決
定は1より大きい固有値の数とし,また,
因子負荷量が0.3以上であることを基準と
した25)｡その結果,研究班で初期に設定し
ていた ｢他者との関係 (4項目)｣と ｢社
会参加活動 (4項目)｣の2つの下位概念
が確認された｡活動意向のCronbachα値は
0.70という比較的高い数値であったため,
信頼性を有すると考えた｡
活動状況は,活動意向の測定で用いた4
項目それぞれについて,｢している｣,｢していない｣と
いう2つの選択肢で回答を求めた｡活動状況のCronbach
α値ば,0.57という数値が得られた｡また,主成分分析
の結果,第1主成分によって全体の変動の44.1%が説明
され 第1主成分に対する各項目の負荷量がすべて0.4
以上であり,これらのことから,活動状況の信頼性はあ
る程度確保されていると判断した｡
調査項目の妥当性に関しては,複数の研究者およびA
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地域の保健福祉機関のレビューを受け,必要に応じて修
正を行ったため,少なくとも内容妥当性があると考えた｡
以上のように,社会参加活動の測定については,信頼性
と妥当性を有し,調査項目として適切なものであると判
断した｡
社会参加活動を厳密に定義することは困難さがともな
うことが指摘されている｡ 具体的には,集団的活動に加
えて個人的活動も含めるかどうか,職業労働を含めるか
どうか,社会的な貢献をともなう活動に限定するのかと
いう問題がある26)｡また,寝たきりの者でも利用してい
る福祉サービス等を通じて自己の評価を主張できればそ
れも社会参加であろう27)とするかなり広義の捉え方も
ある｡ 本研究では,高齢者と社会との接触がみられるも
のが社会参加活動であると捉えることとし,社会の出来
事を知ることや職業労働も含めることにしたので,この
領域の研究においては社会参加活動を比較的広義に捉え
ているといえる｡
3 分析方法
1)活動意向の充足の状況
活動意向の充足の状況を検討するために,活動意向
得点と活動状況得点を用いてクロス表により検討を行っ
た｡活動意向得点は,調査項目4項目の回答選択肢の｢そ
う思う｣に1点,｢そう思わない｣に0点を付与して単
純加算し,4点満点とした｡得点が高くなるほど,活動
意向が強くなることを示す｡活動状況得点は,調査項目
4項目の回答選択肢の ｢している｣に1点,｢していない｣
に0点を付与して単純加算し,4点満点とした｡得点が
高くなるほど,活動が活発であることを示す｡
本研究では,クロス表により検討を行なった結果,活
動状況得点が活動意向得点以上である者を活動意向が充
足している者と操作的に定義して ｢活動意向充足群 (以
下,充足群とする)｣とみなし,また,活動状況得点が
活動意向得点に満たない者を活動意向が充足していない
者と操作的に定義し,｢活動意向未充足群 (以下,未充
足群とする)｣とみなすこととした｡
なお,クロス表により検討する際,活動意向得点と活
動状況得点の関係を検討するために,相関係数を算出し
た｡
2)活動意向の充足の状況と基礎属性等の関連
まず,活動意向の充足の状況を示す,｢活動意向の充
足状況｣という変数を作成した｡この変数は,先述した｢充
足群｣と ｢未充足群｣の2群から成るものとした｡そし
て,活動意向の充足状況と基礎属性等の関連性を検討す
(4)
るために,x2検定を行った.
基礎属性等は,年齢,性別,家族形態,学歴,職歴,
居住年数,ADL,遠方外出能九 暮らし向き自己評価,
健康度自己評価,友人 ･知人の有無,友人 ･知人の獲得
希望の12変数を用いた｡なお,年齢は,｢65-74歳｣と ｢75
歳以上｣の2群に分葦した｡学歴は,｢中学校卒業｣と｢高
等学校卒業以上｣の2群に分類した｡職歴は,｢第 1次･
第2次産業｣,｢商業･サービス業｣,｢公務員･教員｣,｢主
婦｣の4群に分類した｡居住年数は,｢10年未満｣と ｢10
年以上｣の2群に分類した｡ADLは,ADL得点が14点
の者を ｢自立群｣,13点以下の者を ｢非自立群｣とする
2群に分類した｡暮らし向き自己評価は,｢上｣,｢中の上｣,
｢中の下｣という回答を ｢上位群｣,｢下の上｣,｢下の下｣
という回答を ｢下位群｣とする2群に分類した｡健康度
自己評価は,｢健康である｣と ｢まあ健康｣という回答
を ｢健康群｣,｢あまり健康でない｣と ｢まったく健康で
ない｣という回答を ｢非健康群｣とする2群に分類した｡
x2検定の際,2×2の分割表の場合はイェーツの補
正を施した方法を用いた｡
Ⅱ.結果
1 社会参加活動の各変数の基礎統計量
活動意向得点と活動状況得点の基礎統計量は,表2の
通りであった｡両得点の平均値は,活動意向得点が3.10
点,活動状況得点が2.61点となっており,活動意向得
点の方が活動状況得点と比較して高くなっていた｡
表2 社会参加活動の各変数の基礎統計量
平均値 (標準偏差)
活動意向得点 3.10(1.19)
活動状況得点 2.61(1.22)
2 活動意向の充足の状況
活動意向の充足の状況を検討するために,活動意向
得点と活動状況得点を用いてクロス表により検討を行っ
た結果,｢未充足群｣であった者は205人であり,全体の
39.6%を占めていた (表3)｡表3に示した数値のうち,
太字の部分が未充足群であることを示している｡
なお,活動意向得点と活動状況得点の相関係数を算出
した結果,.622とやや高い数値となっており,0.1%水
準で有意な正の相関がみられた (表4)｡
3 活動意向の充足の状況と基礎属性等の関連
活動意向の充足状況と基礎属性等との関連性につい
て,x2検定を用いて検討した結果,活動意向の充足状
況に有意な関連がみられたのは,12変数のうち6変数
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表3 活動意向の充足の状況
活動状況得点 ■ 合計0 1 2 3 4
請動意 0 14 3 3 1 0 21
(2.7) (0.6) (0.6) (0.2) (0) (4.1)
1 5 33 10 6 2 56
(1.0) (6.4) (1.9) (1.2) (0.4) (10.8)
2 17 20 9 2 49
向得点 (0.2) (i.3) (3.9) (1.7) (0.4) (9.5)3 6 16 25 63 6 116
(1.2) (3.1) (4.8) (12.2) (1.2) (22.4)
4 3 17 37 78 141 276
(0.6) (3.3) (7.1) (15.1) (27.2) (53.3)
29 86 95 157 151 518
太字の部分は活動意向が未充足であることを意味する｡
( )内は割合(%)｡
表4 活動意向と活動状況の相関係数
活動状況得点
活動意向得点 .622書付
ピアソンの相関係数
'b'pく.001
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であった (表5)｡具体的には,
学 歴 (p<.01), 職 歴 (p<.05),
ADL (p<.001), 遠 方 外 出 能
力 (p<.001),健康度自己評価
(p<.01),友人 ･知人の獲得希
望 (p<.01)であった｡
学歴について,意向充足群
となった者の割合は,中学校卒
業と回答した者のうち56.9%で
あったのに対し,高等学校卒業
以上の者のなかでは70.5%と高
くなっていた｡職歴について,
意向充足群となった者の割合
は,公務員 ･教員と回答した者
のうち75.4%,また主婦であっ
た者のうち60.9%であったのに対し,商業 ･サービス業
と回答した者のなかでは43.8%と低くなっていた｡ADL
について,意向充足群となった者の割合は,自立群で
あった者のうち65.0%であったのに対し,非自立群のな
かでは44.7%と低くなっていた｡遠方外出能力について,
表5 活動意向の充足の状況と基礎属性との関連
項目 カテゴリー 意向充足群 意向未充足群 検定
年齢 65-74歳 192(58.4%) 137(41.6%)
75歳以上 121(64.0%) 68(36.0%)
性別 男性 139(64.7%) 76(35.3%)
女性 174(57.4%) 129(42.6%)
∩.S.
家族形態 独居 20(66.7%) 10(33.3%)
夫婦のみ 46(61.3%) 29(38.7%) n.ら.
その他世帯 242(60.3%) 159(39.7%)
学歴 中学校卒業 198(56.9%) 150(43.1%)
高等学校卒業以上 105(70.5%) 44(29.5%)
職歴 第1次 ･第2次産業
商業 ･サービス業
公務員 ･教員
主婦
176(59.5%) 120(40.5㈲
21(43.8%) 27(56.3%)
43(75.4%) 14(24.6%)
53(60.9%) 34(39.1%)
pく.05
居住年数 10年以上 2糾(61.2%) 180(38.8%)
10年未満 21(51.2%) 20(48.8%)
ADL 自立群 241(65.0%) 130(35.0%)
非自立群 51(44.7%) 63(55.3%)
遠方外出能力 できる 202(67.1%) 99(32.9%)
できない 110(51.2%) 105(48.8%)
暮らし向き自己評価 上位群 217(61.5%) 136(38.5%)
下位群 82(56.6%) 63(43.4%)
健康度自己評価 健康群 209(65.1%) 112(34.9%)
非健康群 102(52.6%) 92(47.4%)
友人 ･知人の有無 いる 291(60.6%) 189(39.4%)
いない 22(62.9%) 13(37.1%)
友人 ･知人の獲得希望 思う 257(58.0%) 186(42.0%)
思わない 49(79.0%) 13(21.0%)
(%)は横軸の百分比
∩.S.:有意差なし
(5)
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意向充足群となった者の割合は,できると回答した者の
うち67.1%であったのに対し,できないと回答した者の
なかでは51.2%と低くなっていた｡健康度自己評価につ
いて,意向充足群となった者の割合は,健康群であった
者のうち65.1%であったのに対し,非健康群のなかでは
52.6%と低くなっていた｡友人 ･知人の獲得希望につい
て,意向充足群となった者の割合は,思うと回答した者
のうちの58.0%であったのに対し,思わないと回答した
者のなかでは79.0%と高くなっていた｡
Ⅳ.考察
1 活動意向の充足の状況
活動意向があるにもかかわらずその意向が充足されて
いない者は,全体の39.6%に達していた｡わが国の高
齢者は,高齢期の様々な活動についての活動意向や関心
は決して低くないものの,欧米諸国やアジア諸国の高齢
者と比較して実際の活動が乏しいといわれており28),こ
のことが本研究の結果にもあらわれたのではないかと考
える｡また,現在の高齢者は戦後の混乱期や仕事中心の
高度経済成長期を生きてきて,仕事や家事などの時間以
外の様々な過ごし方をあまり経験しないで高齢期の生活
を迎えた者が少なくないこと29), 高齢社会対策は急速に
推進されているものの就業を含めた社会参加に関する対
策は進んでいるとはいえない状況であることも,活動意
向が充足されていない者が4割に達していたという本研
究の結果に関係していると思われる｡
2 活動意向の充足の状況と基礎属性等の関連
学歴について,高等学校卒業以上の者は中学校卒業の
者と比較して,活動意向が充足される傾向がみられた｡
学歴が高い者は,自分自身が保有する様々な知識や能力
を用いて,活動意向を実際の活動に結びつけやすいこと
が考えられる｡ これについて,Veroff,J.らは,生活全般
の事柄に対する態度について研究した中で,教育歴が長
い者の方がそうでない者と比較して物事に対して積極的
で,また,保有する社会的資源の種類も豊富であり,日
常生活で様々な事柄に直面した時は社会的資源を適切に
探して活用して上手に対処していく傾向があると示して
いる30)0 Rowe,∫.W.とKahn,良.L.は,サクセスフル ･
エイジング (successfulaging)を構成する1つである生
産的な活動 (productiveactivities)に関して,収入を伴う
活動および伴わない活動を含む生産的な活動を規定する
要因の1つとして,教育水準の高さを指摘している31)｡
このことからも,学歴と活動意向の充足状況に関連があ
ることがうかがえる｡ただし,本研究では,最終的に卒
(6)
業した学校の種別により学歴を設定しているので,学校
卒業後の人生における教育については考慮に入れていな
い｡したがって,この点については,本研究の結果を解
釈する際に注意が必要である｡
学歴と活動意向の関係に関する研究は非常に少ない
が,活動状況との関係に関するものはいくつかみられる｡
旧総務庁が高齢者を対象に行った調査によると,地域の
グループ活動参加スコアと趣味の平均回答数のいずれも
高学歴の者ほどその数値が高くなっている32)｡長谷川は,
定年前後における中高年の余暇活動の変化に関する縦断
的研究を行い,高学歴の者は,趣味活動や学習活動が活
発な傾向であったこと,定年前と比較して定年後により
積極的な余暇へ変化した者や以前からの余暇を継続して
いる者が多い傾向がみられたことを指摘している33)｡木
村は,非大都市地域において,学歴が高い者ほど社会的
活動への参加頻度が高くなっていたことを報告している
34)｡これらのように,本研究の社会参加活動とこれらの
研究の各活動の定義が多少異なるものの,学歴が高い者
は社会参加活動が活発であることが報告されている｡ こ
のことから,学歴が高い者は,社会参加活動に対して積
極的な姿勢であり,活動意向が充足されやすくなってい
る可能性が考えられる｡ なお,本研究では,学歴と活動
意向の充足状況という2変数間の直接的な関係しか検討
できなかった｡これらの2変数間には,学歴によって左
右される媒介変数がいくつか存在することが考えられる
ため,今後,これらの変数を特定して活動意向の充足状
況との関係を検討していくことが必要であるといえる｡
職歴について,公務員 ･教員と回答した者は,活動
意向が充足される傾向がみられた｡公務員の退職後にお
ける社会参加活動についての実証的な研究はみあたらな
かったが,退職教員に関する研究はいくつかみられる｡
大塚は,退職教員の地域社会活動参加の研究において,
退職教員の地域社会活動への参加率は高く,教員という
職業経験が退職後の地域社会活動参加を促進していると
いう結果を報告しており,これは教員という職業が地域
社会と密着していることや地域社会の教育文化をリード
してゆくという役割認知があるためであろうと指摘して
いる35)｡村上らは,退職教員に対して退職教員自身が世
間でどのようなイメージを持たれていると思うかを尋ね
たところ,半数以上の者が,地域の指導者としての役割
期待を持たれていると回答し,また,地域の人々や行事
とのつながりが深いと思われていると回答したと報告し
ている36)｡高橋は,退職教員は男性も女性も定年後にお
いて活動的であったと報告しており,また,自らの研究
結果と先行研究をまとめて,退職教員は社会参加に積極
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的で,活用できる知識や技能などを有し,生きることに
積極的であり,教え子との交流が継続しているといった
ことが,退職後の生活における活動性の高さの要因であ
ろうと指摘している37)｡これらのことから,教員であっ
た者は,社会参加活動に対して積極的な姿勢であること,
集団的な活動については退職後も指導者的な役割を期待
されていると認識していること,教え子やその父母との
交流が継続していることなどが,活動意向を充足させる
傾向につながっているのではないかと思われる｡ また,
大塚は,現住地の都市規模と退職教員の活動の有無に関
連がみられ,人口規模が小さいことは地域社会活動参加
の促進要因として作用していたことを報告しているので
38),人口規模が小さい非都市部の在宅高齢者を対象とし
た本研究でも,退職教員が活動意向を充足させる促進要
因の1つになったことが考えられる｡ 公務員であった者
は,行政や地域に深くかかわる業務内容であるため,礼
会参加活動に関する様々な資源についての知識を持って
いること,教員と同様に地域とのつながりが深いために
退職後も地域との交流が残る者も少なくないと思われる
ことなどにより,活動意向を充足させやすいのではない
かと考える｡
主婦と回答した者は,活動意向が充足される傾向がみ
られた｡主婦は近所や地域におけるつきあい,子を持つ
者は子の学校を通した父母会などのつきあいといったも
のが,ふだんの日常生活のなかに組み込まれており39),
仕事を持つ者と比較してそれまでの生活において地域で
行われる社会参加活動にかかわっている者が多いことが
考えられる｡このことにより,地域における交流がある
ことや社会参加活動に対する積極的な姿勢がある者も少
なくないことが考えられるため,活動意向が充足されや
すいのではないかと思われる｡ また,主婦は,長年にわ
たって仕事に没頭していた者が高齢期を迎えるあたりで
経験する,退職という急激な生活の変化がない ｡ そのた
め,高齢期になっても,以前からの活動を継続すること
ができるということも,活動意向を充足しやすいことに
結びついていると考える｡商業 ･サ-ビス業と回答した
者は,活動意向が充足されている割合が最も低くなって
いた｡これらの者は,長年にわたる会社勤めをしていて,
それまでの人生の多くを仕事に捧げてきた者も多いと考
えられ,仕事以外の活動については知識が豊富とはいえ
ない者が多いことが影響したのではないかと思われる｡
また,仕事に没頭してきた者は,仕事以外の活動や地域
における活動にかかわっていないことが多いために,追
職後に地域における活動に入っていきにくいことが指摘
されている40)｡このような者は会社勤めをしていた者に
(7)
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多いことが考えられ,会社勤めをしていた者は本研究で
は商業 ･サービス業と回答した者に多く含まれていると
思われる｡このことも,活動意向が充足されにくいこと
につながっていることが考えられる｡
ADLが自立群と回答した者は,活動意向が充足され
る傾向がみられた｡ADLは高齢者の生活のありようを
規定する大きな要因41)であるため,ADLが良好ではな
い者は良好な者と比較して,身体的動作を伴う様々な活
動に困難な影響がでることが考えられる｡ また,社会参
加活動を行わない理由として,身体的理由の割合が極め
て高いという結果がいくつかみられる42)43)｡これらのこ
とから,ADLは活動意向を充足させるために重要な身
体的な資源の1つと考えられ,本研究の結果は極めて妥
当であるといえる｡
独力での遠方外出能力ができると回答した者は,活動
意向が充足される傾向がみられた｡外出を伴う社会参加
活動に関しては,独力での外出が容易でない者を支援で
きるような交通手段を整備する必要性や,自宅から徒歩
圏に活動場所を増やしていく必要性が指摘されている44)
45)｡このことから,特に活動場所が自宅から比較的遠い
場合には,遠方外出能力が活動意向の充足状況に大きく
影響するといえる｡
健康度自己評価で健康群であった者は,活動意向が
充足される傾向がみられた｡旧総務庁が高齢者を対象に
行った調査によると,非就業者の非就業理由として健康
が許さないという回答が半数以上を占めて最も多くなっ
ており46),また,健康状態が ｢病気がち｣と回答した者
はそれより健康状態が良好な者と比較して,地域のグ
ループ活動参加スコアが低くなっていることを示してい
る47)｡佐藤らは,在宅高齢者の社会活動の研究を行い,
社会的活動領域,学習的活動領域,個人的活動領域のい
ずれにおいても健康度自己評価が良い者は活動的であっ
たと報告している48)｡佐藤らは,在宅高齢者の余暇活動
の研究を行った結果,健康度自己評価が高い者ほど余暇
活動の程度が高かったとしている｡ 小玉らは,在宅高齢
者を対象にした研究の中で,健康感の良い者は悪い者と
比較して,趣味の内容も多彩であり動的な趣味であるも
のが多かったと報告している49)｡健康度自己評価は,身
体的,心理的,社会的な健康を総合的に捉えた指標と考
えられているので50), 健康度自己評価が良好な者はそう
でない者よりも総合的に良好な状態であり,活動意向を
充足させやすいのではないかと思われる｡
友人 ･知人の獲得希望がないと回答した者は,活動意
向が充足されやすい傾向がみられた｡自分自身が望む程
度の友人 ･知人がいる者は,すでになじみのある友人 ･
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知人がいるために獲得希望があると回答せず,また,そ
の者を通じて社会参加活動を行なっている者も多いので
はないかと考えられる｡ それに対して,自分が望む程度
の友人 ･知人がいない者は,友人 ･知人を通じての様々
な活動の誘いが少なかったり情報が少なかったりし,活
動意向が充足されにくいのではないかと思われる｡
本研究の限界および今後の課題について,以下に示す｡
第一に,本研究の調査対象者は,宮城県の非都市部であ
るA地域の保健福祉機関が把握していた在宅高齢者であ
るので,研究結果をわが国の在宅高齢者の全体的な傾向
として一般化することはできない｡今後,都市部の在宅
高齢者を対象にした研究,さらには,都市部および非都
市部の在宅高齢者を無作為に抽出したサンプルを用いた
研究を行う必要がある｡ 第二点について,本研究では,
活動意向の充足状況について,基本属性等との関連性
という基本的な変数との関係を検討した｡今後,活動意
向の充足状況との関連する可能性が考えられる,高齢者
が保有する様々な資源との関係を検討していく必要があ
る｡具体的には,身体的資源に関しては,多くの高齢者
研究で用いられてきたADLを本研究で用いたので,自
己効力感51)などの心理的資源,社会的支援などの社会
的資源に着目して変数を設定し,研究をさらに発展させ
ていくことが望まれる｡ また,高齢期の過ごし方に関す
る考え方や高齢者を取り巻く施設,交通手段の利便性,
地域におけるプログラムといった環境も活動意向の充
足状況に関連する可能性が考えられるため,今後,検討
していく余地があると思われる｡ 第三に,本研究では調
査票作成にあたっての質問項目数の制約から,社会参加
活動の測定は4項目にとどまった｡今後,社会参加活動
の測定の厳密さをさらに検討した研究の実施が求められ
る｡ 第四に,本研究では,活動意向が充足されている者
は活動状況得点が活動意向得点以上である者と操作的に
定義した｡そのため,活動意向が非常に低くて実際の活
動も少ない者も,データ上では活動意向が充足されてい
る者と分類される｡ したがって,今後,活動意向が高い
者や低い者という違いも考慮して研究していくことが必
要である｡ また,社会参加活動を構成する項目で,活動
意向がある項目の活動が行えなくても活動意向のない他
の項目の活動を行っており,かつ,活動状況得点が活動
得点以上であれば充足群に含まれるという本研究の限界
がある｡そのため,今後の研究において,社会参加活動
という概念の下に,集まり等への参加,趣味や娯楽,社
会の出来事を知る,仕事という4つの下位概念を設定し,
それぞれの下位概念を信頼性と妥当性を有する項目群で
測定し,それぞれの具体的な活動についての活動意向の
充足状況の変数を作成して分析を行うという,測定項目
を増やしたより精微な研究を行っていく必要があるとい
える｡第五に,本研究では,活動意向の充足状況と基本
属性等の各変数との二変数間の関連性を検討した｡今後,
他変数を制御したうえで統計学的に有意な関連がみられ
る変数を検討していくために,さらに精轍な研究枠組み
を設定して発展させていくことが必要といえよう｡
Ⅴ.まとめ
本研究では,在宅高齢者の社会参加活動意向の充足状
況に焦点をあてて検討した｡本研究の結果,第一に,活
動意向が充足されていない者は,全体のおよそ4割に連
していた｡第二に,活動意向が充足される傾向がみられ
た者は,学歴が高い者,職歴が公務員 ･教員および主婦
であった者,ADLが高い者,独力で遠方外出が可能な者,
健康度自己評価が高い者,友人 ･知人の獲得希望がない
者であった｡
今回得られた知見から,今後のよりよい高齢社会の
構築に向けて留意すべき点に次のようなものがあげられ
る｡第一に,活動意向がある者がその思いを充足しやす
いような社会を構築していく必要がある｡ 具体的には,
様々な社会的背景をもった者が,それぞれ楽しんだり充
実感を得られるような多彩なメニューを地域において用
意していくこと,身体状況が良好でない者でも気軽に活
動場所へアクセスできるように何らかの交通手段を発展
させたり,徒歩圏にそのような場を設けていったり,荏
宅においても社会参加できるようなメニューを開発し
ていくこと,多種多様なメニューや社会参加活動の機会
を支援する社会資源に関する情報が高齢者にきちんと伝
達されるような方法を検討していくことなどがあげられ
る｡ 第二に,高齢期になってからどのような社会参加活
動をどのように行っていくかについて戸惑うことのない
ように,高齢期以前からいくつかの社会参加活動にかか
わったり目を向けたりするように,個人側の努力,それ
を支援する社会側の努力のそれぞれが必要であろう｡
今回の研究を踏まえて,在宅高齢者の社会参加活動
意向の充足状況に関連するさらなる変数を探索していく
こと,調査対象を都市部の在宅高齢者に広げた研究を行
なっていくことが,今後の課題である｡
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在宅高齢者の社会参加活動意向の充足状況と
基本属性等との関連
岡本 秀明､岡田 進一､白樺 政和
要旨:本研究では,在宅高齢者の社会参加活動意向の充足状況と基本属性等との関連性を検討した｡宮城県の非都
市部における在宅高齢者を対象に,自記式質問票を用いた調査を実施した結果,518名の分析対象者を得た｡本研
究では,社会参加活動を構成する4つの測定項目を設定し,活動意向と活動状況を尋ねた｡分析の結果,第一に,
活動意向が充足されていない者の割合は,全体の39.6%を占めていた｡第二に,活動意向の充足状況と基本属性等
との関連性をx2検定を用いて分析した結果,活動意向の充足状況に有意な関連がみられた変数は,学歴,職歴,
ADL,遠方外出能九 健康度自己評価,友人 ･知人の獲得希望であった｡高齢者が社会参加活動の機会を保障され
るような望ましい高齢社会を構築していくためには,高齢者が様々な活動に気軽にかかわれるような社会的基盤を
整備していくことが必要である｡
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